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［１］事業報告 
 
Ⅰ．概 要 

平成２７年度も、公平性、公正性ならびに信頼性を確保し第三者試験機関として中立的

立場で、以下の業務を遂行した。 
    先ず当研究所（以下日空研という。）の事業の柱である製品検査事業については、一般

社団法人日本冷凍空調工業会（以下日冷工という）が運営する検定制度に則った製品検査

受託業務を計画通り遂行した。 
製品事業別に、ルームエアコン（以下ＲＡＣという）（１０社）及びパッケージエアコ

ン（以下ＰＡＣという）（６社）については、製品の市場買い上げを行い、試験結果を日

冷工（検定委員会）に報告した。 
ガスエンジン駆動ヒートポンプエアコン（以下ＧＨＰという）については、新ＪＩＳに

基づき相互校正（２社）を行った。 
家庭用ヒートポンプ給湯機（以下ＤＷＨという）（９社）については、検定試行を実施

し課題抽出を行うとともに、工場審査（＊）と試験設備の認定（準原機認定（＊））を実

施し検定制度移行に向けた準備を整えた。 
（＊工場審査：日冷工検定制度における試験設備の校正検査及び性能品質体制の検査） 

（＊準原機認定：日空研の試験設備（以下原機という）と相互校正され、かつ検定規定の要求事項に合致している

ことの認定） 

さらに、日冷工と連携し、平成２６年１１月竣工の「平衡式室形熱量測定装置（ＲＡＣ

４）」新設備と従来設備（ＲＡＣ２、ＲＡＣ３）との相互校正に注力した。 
また、今年度新たに規定化された準原機認定試験員研修（＊）も実施し、ＲＡＣ２５名、

ＰＡＣ２０名の試験員を認定・登録した。 
（＊準原機認定試験員研修：準原機検査を掌る試験員を認定するための研修。性能試験及び検定制度全般に関する 

講習とその確認試験を行う） 

 

    一方、平成２６年度に継続して、「経済産業省省エネルギー等普及基盤構築支援調査事

業」に参画し、アセアン諸国試験機関とのルームエアコン性能の相互校正試験と並行して、

受入研修及び現地出張指導を実施した。この他、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ

（＊））が推進する事業にも協力し試験機関の支援、研修等を実施した。 
なお、これらの海外支援事業は、性能試験研修部門（性能試験研修センター：仮称）設

立のための試行としても実施し、受入研修及び現地研修時の課題抽出とその検討を行った。 
     （＊ＪＩＣＡ：Japan International Cooperation Agency） 

    さらに、ラボ不確かさ研究委員会及び海外認証研究委員会の事務局として活動するとと

もに、ＨＶＡＣ＆Ｒ ＪＡＰＡＮ２０１６の講演会にも参画し、日空研の研究活動につい

て発表した。  
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  Ⅱ．製品検査受託事業 
  日空研の経営の根幹をなす事業であり、年間試験計画及びＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５

（＊）に則り、厳正に事業を推進した。 
（＊ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５：「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」） 

１． ＲＡＣ検査事業 
（１）メーカー１０社のルームエアコンを市場より買い上げ、製品検査を実施した。結果、 

基準（＊）にすべて適合であった。 
  （＊：ＪＩＳ Ｃ ９６１２「ルームエアコンディショナ」） 

（２）工場審査申請はなかった。 
（３）日冷工の検定制度運営に従い、検定シールを発行した。（７，９４５千枚） 
（４）メーカー１０社の相互校正試験を実施した。（２.２ｋＷ～３.６ｋＷ機種） 
（５）新試験室ＲＡＣ４と従来試験室（ＲＡＣ２、ＲＡＣ３）の相互校正試験を実施した。 
（６）新規に規定化された準原機認定試験員研修会を実施した。（認定試験員２５名） 

 

２．ＰＡＣ検査事業 
  （１）メーカー６社のパッケージエアコンを市場より買い上げ、製品検査を実施した。 

結果、基準（＊）にすべて適合であった。 
（＊：ＪＩＳ Ｂ ８６１６「パッケージエアコンディショナ」） 

（２）工場審査申請はなかった。 
（３）日冷工の検定制度運営に従い、検定シンボルを発行した。（２６５千枚） 
（４）メーカー３社の相互校正試験を実施した。（１０ＨＰマルチ機種） 
（５）新規に規定化された準原機認定試験員研修会を実施した。（認定試験員２０名） 

 

３．ＧＨＰ検査事業 
（１）メーカー２社について、１０ＨＰ機種の相互校正試験を実施した。 

また、最小能力試験にあたり簡易負荷試験を行い最小回転数を確認した。 
（２）新ＪＩＳ対応を織込んだ試験細則検討に参画した。 
（３）ガス熱量計を新規に設置し計測を開始した。 

 
４．ＤＷＨ検査事業 
（１）メーカー９社の検定試行を実施した。結果、基準（＊）にすべて適合であった。 

（＊：ＪＩＳ Ｃ ９２２０「家庭用ヒートポンプ給湯機」） 

（２）検定制度導入に向け、工場審査と試験設備の準原機認定を実施した。 
 

５．製品検査受託事業に関する付帯業務  
  （１）試験設備メンテナンス 
    各試験設備について、ほぼ計画通りメンテナンスを実施した。 



 

3 
 

    ・ＲＡＣ試験設備（ＲＡＣ２、ＲＡＣ３、ＲＡＣ４）： 
                  平成２７年３月１７日～５月２３日実施   

・ＰＡＣ及びＧＨＰ試験設備（ＰＡＣ２）： 
平成２７年３月１８日～５月２２日実施 

・ＤＷＨ試験設備（ＤＷＨ）： 
  平成２７年３月３１日～５月３０日実施 

          
  （２）委員会活動 
    日冷工検定関連の下記委員会・WG へ、オブザーバーとして参画した。詳細日程は別

紙（付２）参照。    
  
     ・検定制度運営委員会 

委託業務費予算、年間試験計画、製品検査状況等について報告した。  
     ・ＲＡＣ検定（正／副）委員会 

製品検査及び相互校正結果等について報告した。 
     ・ＰＡＣ検定（正／副）委員会 

製品検査及び相互校正結果等について報告した。 
     ・ＧＨＰ検定委員会 
      性能試験及び部分負荷簡易動作確認試験結果等について報告した。 
     ・ＤＷＨ検定委員会  
      製品検査（試行）、工場審査状況等について報告した。 
     ・ＲＡＣ４ＷＧ 
      日冷工と協力して、従来試験設備（ＲＡＣ２、ＲＡＣ３）との相互校正試験に注

力した。 
 
  （３）ＪＡＢ審査 
     ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５のサーベイランス審査を４月１４日に受審し、適合で 

   あった。  
     

 Ⅲ．依頼試験受託事業  
（１）空調メーカーから９件の依頼試験を受託した。         
（２）イノテック事業では４か国（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）２件の試験を実施した。 
（３）電力会社３社試験設備の準認定試験を行った。 
（４）その他一般メーカー、試験機関、自動車メーカー、ＤＷＨメーカー等７件の依頼試

験を受託した。 
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 Ⅳ．新興国試験機関支援事業 
（１）アジア基準認証推進事業 

経済産業省省エネルギー等普及基盤構築支援調査事業に、ＩＳ－ＩＮＯＴＥＫ（＊）、 
日冷工と共に事業参画した。 

    主な業績は下記の通り。 
    ａ．日空研（厚木）での新興国試験機関試験員の研修及び相互校正試験 

・平成 27 年 8 月 31 日~9 月 4 日：タイ、フィリピン 
・平成 27 年 9 月 7 日~11 日：マレーシア、インドネシア 

ｂ．新興国試験機関（現地）での研修実施（日空研より出張対応） 
・平成 27 年 10 月 4 日～10 日：マレーシア 
・平成 27 年 10 月 11 日～17 日：フィリピン 
・平成 27 年 11 月 15 日～21 日：タイ 
・平成 27 年 12 月 14 日～18 日：インドネシア 

    ｃ．ワークショップ（ＷＳ）：研修及び試験結果の纏め報告 
     ・平成 28 年 1 月 27 日～28 日 

（＊ＩＳ－ＩＮＯＴＥＫ：基準認証ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ技術研究組合） 

       （International Standard Innovation Technology Research Association） 

 

  （２）その他の支援事業への参画検討    
     ・ＪＩＣＡ事業（＊）に参画し、QUATEST3（＊）（ホーチミンの試験所）の立上

げ協力のために技術者を現地に派遣し、試験実習指導と ISO/IEC17025 研修を実

施した。（平成 27 年 10 月 19 日～30 日） 
（＊ＪＩＣＡ事業：ベトナム省エネルギーラベル基準認証制度運用体制強化プロジェクト ） 

     （＊QUATEST3：Quality Assurance and Testing Center 3） 

 
  （３）性能研修センター（仮称）設立に向けた研修対応実施 

・アセアン試験機関を対象とした性能試験研修を、性能研修センター（仮称）にお

ける研修と見なして実施し、研修メニューや研修生受け入れ体制等の課題抽出と

検討を行った。 
         
 
 Ⅴ. ノンフロン機器の温暖化効果の把握に関する調査検討会 

平成２６年度スタートの環境省主催（一部国土交通省・経済産業省連携の事業）「ノンフ

ロン冷凍冷蔵空調機器の温暖化対策の効果の把握に関する調査検討業務」に委員として継続

参画した。  
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Ⅵ．研究会活動 
１．検査信頼性向上 
「ラボ不確かさ研究委員会（＊）」を主催し、５回／年間の会議を実施し以下を行った。 

（１）不確かさ登録ルールを策定し、全メーカー国内準原機の不確かさ数値を登録した。 
（２）エンタルピ式試験設備の不確かさ計算バジェットシートの英文版を作成した。 

（＊ラボ不確かさ研究委員会：メーカー（11 社）、日冷工、空調学会、設備メーカー(2 社)、日空研） 

 

２．海外試験機関との交流 
「海外認証研究委員会（＊）」を主催し、４回／年間の会議を実施し、以下を行った。 

（１）経済産業省 省エネルギー等普及基盤構築支援調査事業及びＪＩＣＡ試験結果の報

告を行った。 
（２）弊所とマレーシア及びタイの試験機関とでＲＲＴ（＊）を実施し、その結果の報告

を行った。 
（３）高度（大気圧）問題の検証について検討した。 
（４）技術協定を締結している韓国ＫＲＡＡＣ（＊）とＲＡＣ、ＰＡＣの相互校正試験を 
   実施した。 

（＊海外認証研究委員会：メーカー（8 社）、日冷工、空調学会、日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所、設備メーカー(2 社)、

日空研） 

（＊ＲＲＴ：Round Robin Test（同一供試機を持ち回りによる相互校正試験）） 

      （＊KRAAC：Korea  Refrigeration & Air-conditioning  Assessment  Center） 

 

 ３．外部への研究活動成果発表検討 
日冷工主催のＨＶＡＣ＆Ｒ２０１６にて弊所の研究活動について講演を行った。 

   
 Ⅶ．体制強化 

性能試験機関としての体制を強化するために、下記項目に注力した。 
（１）業務部の広報業務拡充 
・広報担当者を置いて、第３者性能試験機関としての公正性、公平性、透明性ならびに

公益的な活動状況を対外的にＰＲした。（ホームページ、JARN 紙等） 
 

（２）技術部に技術企画担当と試験研修担当を設置 
・技術企画担当では、日空研の限られたマンパワーの有効活用と外部講師の導入等を企

画立案し、新興国試験機関支援事業や研究会活動等の技術活動を行った。 
・試験研修担当では、平成２２年から５年間継続実施している海外支援事業のノウハウ 

を活かして性能試験研修センター構想ならびに複数の研修スキームを検討し、新興国

の性能試験研修を性能試験研修センター（試行）として実施し課題抽出を行った。 
（平成２８年４月に性能試験研修センター設立） 
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（４）依頼試験対応力強化のための外部ラボの可能性検討 
 ・ＪＥＴ関西事業所ラボ（エンタルピ式性能測定装置）と相互校正試験を行い、良好 

な結果が得られた。 
（５）技術力強化等 
 ・外部より講師を招聘し、ＩＳＯ/ＩＥＣ１７０２５内部監査員研修会を所内で開催し、 

全員参加した。 
 
 
 Ⅷ．その他 
  （１）業務効率化推進   
    ・試験設備稼働効率最適化検討を行った。（試験内容、試験条件ごとの最適計測時間

の検討） 
    ・エネメータを全試験室に設置し、電力使用量の可視化と電力削減検討を行った。 
    ・整理整頓／不用品廃棄推進を行った。 
     

（２）日空研のＰＲ  
    ・ホームページのリニューアルを行い、理事長挨拶やお問い合わせフォーム等を新規      
     に追加した。     

・日冷工主催の、ＨＶＡＣ＆Ｒ ＪＡＰＡＮ２０１６の講演会にエントリーし、「ヒー

トポンプ機器の性能評価に関するＪＡＴＬ研究活動について」講演を行った。 
・空調専門誌（ＪＡＲＮの空調特集号 5 月、8 月、11 月、2 月）へ広告を掲載した。 
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 付１．評議員会・理事会開催状況（平成２７年度） 
 

１． 評議員会 
（１）平成２７年度（第６期）定時評議員会 

     平成２７年６月１日（月） 場所：機械振興会館 
     構成員総数５名 うち、４名出席  
     議案 
     ・第１号議案 議長選出 
     ・第２号議案 議事録署名人選出 
     ・第３号議案 貸借対照表、損益計算書、財産目録 
     報告事項 

  ・平成２６年度事業報告及び決算報告書 
  ・平成２７年度事業計画及び収支予算書 

     その他 
      
 

２． 理事会 
（１）５月理事会 
  平成２７年５月２０日（水） 場所：機械振興会館 
  構成員数８名 うち、７名出席 
  議案  
  ・第１号議案 平成２６年度事業報告書（案） 

平成２６年度収支報告書（案） 
  ・第２号議案 評議員会招集について 

その他 
 

（２）７月理事会 
  平成２７年７月２２日（水） 場所：機械振興会館 
  構成員数８名 うち、５名出席 
  報告事項 
  ・平成２７年度６月定時評議員会議事結果 
  ・平成２７年度第１四半期業務執行状況 
  ・平成２７年度第１四半期収支状況 
  その他 
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（３）９月理事会 
  平成２７年９月１６日（水） 場所：機械振興会館 
  構成員数８名 うち、７名出席 
  報告事項 

・平成２７年度上期業務執行状況 
・平成２７年度上期収支状況 

  その他 
   

（４）１２月理事会        
     平成２７年１２月１１日（金） 場所：機械振興会館  
     構成員数８名 うち、６名出席 
     議案 
     ・第１号議案 規程改定について 
     ・第２号議案 規程制定について 
     ・第３号議案 基準認証イノベーション技術研究組合対応について 
     報告事項 
     ・平成２７年度業務執行状況 

・平成２７年度収支状況 
     その他 
      

（５）３月理事会 
     平成２８年３月３０日（水） 場所：機械振興会館 
     構成員数８名 うち、８名全員出席 
     議案 
     ・第１号議案 平成２８年度事業計画書（案）・収支予算書（案） 
     ・第２号議案 組織および業務分掌規定改定について   
     報告事項  
     ・平成２７年度業務推進状況 

・平成２７年度収支見込み   
     その他 
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付２．会議開催及び参加実績（平成２７年度） 
月 日空研主催会議 関連会議（日冷工 他） 

４月  

 

4/6,13 RAC4WG  4/8 WHP 検定委員会 4/9 GHP 検定委員会 4/10 RAC 検定(副)委員会 

4/24 検定制度運営委員会  4/17 PAC 検定(副)委員会 4/6,14,21 準原機検査 WG 

５月 5/13 海外認証研究委員会(1) 

5/28 ﾗﾎﾞ不確かさ研究委員会(1)  

5/8 PAC 検定委員会 5/15 WHP 検定委員会 5/14,19,25,RAC4WG  

5/28GHP 検定委員会 5/29 RAC 検定委員会 5/6,9 準原機検査 WG 

６月  6/1,11,19 RAC4WG  6/26 GHP 検定委員会 6/12 RAC 検定(副)委員会 

6/10 WHP 検定委員会 6/19 PAC 検定(副)委員会 6/24 準原機検査 WG 

6/17WHP 検定規程 WG 6/4 イノテック WG 6/23 技能五輪委員会 

７月  7/1,17WHP 検定規程 WG  7/8 WHP 検定委員会 7/13,RAC4WG 7/,10 PAC 検定委員会  

7/17 検定制度運営委員会 7/24 RAC 検定委員会 7/30 GHP 検定委員会 

7/8 イノテック運営委員会 7/9 イノテック委員会 7/9 技能五輪委員会 

８月 8/4 ﾗﾎﾞ不確かさ研究委員会(2) 

8/26 海外認証研究委員会(2) 

8/3 RAC4WG 8/7 RAC 検定(副)委員会 8/20 WHP 検定委員会 8/20,24 準原機検査 WG  

8/5 技能五輪委員会 8/18ICR2015 

９月 9/30 ﾗﾎﾞ不確かさ研究委員会(3) 

 

9/4 PAC 検定(副)委員会 9/11 PAC 検定委員会 9/14 WHP 検定委員会 9/15 RAC4WG  

9/17 GHP 検定委員会  9/25 RAC 検定委員会 9/2,29 準原機検査 WG（終了） 

9/14WHP 検定規程 WG 9/16 イノテック WG 9/30 ノンフロン検討委員会 

10

月 

 10/2WHP 検定規程 WG 10/8 RAC4WG  10/9 RAC 検定(副)委員会 

10/14 WHP 検定委員会 10/15 PAC 検定(副)委員会  10/15 GHP 検定委員会 

10/23 検定制度運営委員会 10/6 技能五輪委員会 10/27 イノテック WG 

11月 11/5 海外認証研究委員会(3)   

11/11 ﾗﾎﾞ不確かさ研究委員会(4) 

11/6 PAC 検定委員会 11/11 WHP 検定委員会  11/13 GHP 検定委員会 

11/14WHP 検定規程 WG  11/20 RAC4WG  11/27 RAC 検定委員会 

12

月 

 12/2 RAC 検定委員会  12/9 WHP 検定委員会 12/11 RAC 検定（副）委員会 

12/15 RAC4WG 12/18 PAC 検定（副）委員会  12/21GHP 検定委員会 

12/2WHP 検定規程 WG（終了） 12/1 日冷工欧州空調(副)委員会 12/4 イノテック WG 

１月  1/14RAC4WG 1/15 PAC 検定委員会 1/13 WHP 検定委員会 

1/21GHP 検定委員会 1/22 検定制度運営委員会 1/19 イノテック WG 

1/29 RAC 検定委員会 1/26 WHP 検定委員会 1/26 技能五輪会議 

２月  2/18 RAC4WG 2/16 WHP 検定委員会 2/19 PAC 検定（副）委員会 

2/5 RAC 検定（副）委員会 2/22GHP 検定委員会 2/19 イノテック WG  

2/22 日冷工欧州空調(副)委員会 

３月 3/4 ﾗﾎﾞ不確かさ研究委員会(5) 

3/29 海外認証研究委員会(4) 

3/23 RAC4WG 3/9 WHP 検定委員会 3/17 GHP 検定委員会   

3/10RAC 検定（副）委員会 3/11PAC 検定委員会 3/25 RAC 検定委員会 

3/16 ノンフロン検討委員会 
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付３．ご来所者状況（団体のみ）（平成２７年度） 

 
国内関係 
  ５月  日冷工チリングユニット技術専門委員会様 

５月  日冷工ＰＡＣ委員会ＯＢ会様 
１１月  経済産業省様（情報通信機器課、産業機械課、省エネ対策課） 
１１月  空気調和・衛生工学会 ステューデントフォーラム様 
１２月  大西熱学様・前田建設工業様 

 
海外関係 

４月  中華民国冷凍空調技師公会全国連合様 
７月  バングラディッシュ国政府関係様・ＪＩＣＡ様 
８月  ベトナム国政府関係様・ＪＩＣＡ様 

１２月  ドミニカ共和国政府関係様・ＪＩＣＡ様 
３月  タイ試験機関（ＥＥＩ）・認証機関（ＴＩＳＩ）様 



［２］決算報告書

　単位 ： 円

21,699,950 6,792,965 14,906,985
7,812,018 6,404,940 1,407,078
2,512,320 1,999,620 512,700
266,366 381,388 △ 115,022

32,290,654 15,578,913 16,711,741

3,330,000 3,330,000 0
3,330,000 3,330,000 0

18,527,000 12,767,400 5,759,600
5,336,800 4,336,800 1,000,000
23,863,800 17,104,200 6,759,600

1,071,085 1,267,333 △ 196,248
5,327,204 860,932 4,466,272
3,491,085 3,214,125 276,960
9,889,374 5,342,390 4,546,984
37,083,174 25,776,590 11,306,584
69,373,828 41,355,503 28,018,325

8,083,853 7,173,493 910,360
9,364,500 239,300 9,125,200
3,667,300 4,557,700 △ 890,400
21,115,653 11,970,493 9,145,160

18,527,000 12,767,400 5,759,600
18,527,000 12,767,400 5,759,600
39,642,653 24,737,893 14,904,760

3,330,000 3,330,000 0
3,330,000 3,330,000 0

(3,330,000) (3,330,000) (0)

26,401,175 13,287,610 13,113,565
(　　　　　) (　　　　　) (　　　　　)
( 5,336,800) ( 4,336,800) ( 1,000,000)

　　　　正　味　財　産　合　計 29,731,175 16,617,610 13,113,565
69,373,828 41,355,503 28,018,325

　　　　  ソ フ ト ウ ェ ア

　　　　一 般 正 味 財 産 合 計

　１．流　動　負　債

　２．一　般　正　味　財　産

　　　（うち特定資産への充当額）

　２．固　定　負　債

　　　　　未　　払　　金

　　　　指 定 正 味 財 産 合 計

　　　（うち基本資産への充当額）

　　　（うち基本資産への充当額）

　　　　　退 職 給 付 引 当 金

　　　　 受　取　寄　付　金

Ⅰ．貸　借　対　照　表
 平成28年3月31日現在

　１．流　動　資　産

当 年 度科　　　　　　　目

Ⅰ　資　産　の　部

増 　減前 年 度

　　(1) 基　本　財　産

　　　  基　本　財　産　合　計

　２．固　定　資　産

　　    　現　金　預　金

　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　未　　収　　金
　　    　貯　　蔵　　品
　　    　立　　替　　金

　　　　  什　器　備　品

　　　　負債及び正味財産合計

　　(2) 特　定　資　産

　　　　特　定　資　産　合　計

　　　　負　債　合　計

Ⅲ　正味財産の部

　　　　固　定　負　債　合　計

　１．指　定　正　味　財　産

        その他の固定資産合計

　　　　資　産　合　計

　　　　　定　期　預　金

　　　　　退 職 給 付 引 当 資 産

　　　　  建 物 付 属 設 備
　　(3) そ の 他 の 固 定 資 産

　　　　　固定資産取得用積立資産

　　　　固　定　資　産　合　計

　　　　流　動　負　債　合　計

Ⅱ　負　債　の　部

　　　　　未 払 法 人 税 等
　　　　　未 払 消 費 税
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　単位 ： 円
科　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　（１）経常収益
　　　　　基本財産運用益 664 664 0
　　　　　　基本財産受取利息 664 664 0
          受取会費 583,200 572,400 10,800
            賛助会員受取会費 583,200 572,400 10,800
　　　　　事業収益 240,549,391 213,358,322 27,191,069
　　　　　　委託試験受託収入 177,857,000 160,457,000 17,400,000
　　　　　　委託外試験受託収入 44,943,401 36,149,604 8,793,797
　　　　　　物品販売収入 17,748,990 16,751,718 997,272
　　　　　雑収益 239,317 419,763 △ 180,446
　　　　　　受取利息 5,219 3,455 1,764
　　　　　　雑収益 234,098 416,308 △ 182,210
       　経常収益計 241,372,572 214,351,149 27,021,423
　（２）経常費用
　　　　　事業費 196,592,707 194,369,591 2,223,116
　　　　　　役員報酬 11,400,000 11,435,000 △ 35,000
　　　　　　給与手当 49,083,995 47,795,324 1,288,671
　　　　　　退職給付費用 7,351,600 4,669,000 2,682,600
　　　　　　法定福利費 9,787,183 8,800,333 986,850
　　　　　　福利厚生費 278,523 352,843 △ 74,320
　　　　　　人材派遣費 0 1,163,496 △ 1,163,496
　　　　　　旅費交通費 5,779,499 6,354,077 △ 574,578
　　　　　　減価償却費 2,015,916 1,136,060 879,856
　　　　　　消耗品費 3,611,810 2,599,953 1,011,857
　　　　　　水道光熱費 27,886,346 31,245,633 △ 3,359,287
　　　　　　外注費 8,461,519 9,736,805 △ 1,275,286
　　　　　　修繕費 762,360 1,523,447 △ 761,087
　　　　　　印刷費 11,789,849 10,978,792 811,057
　　　　　　通信費 3,024,274 1,173,936 1,850,338
　　　　　　会議費 698,821 1,142,692 △ 443,871
　　　　　　諸会費 1,577,100 497,100 1,080,000
　　　　　　リース料 52,402,148 51,953,956 448,192
　　　　　　手数料 412,674 431,484 △ 18,810
　　　　　　賃借料 0 1,296,000 △ 1,296,000
　　　　　　研修教育費 269,090 83,660 185,430
　　　　　管理費 22,302,300 18,868,944 3,433,356
　　　　　　役員報酬 238,000 294,000 △ 56,000
　　　　　　給与手当 4,898,250 4,754,020 144,230
　　　　　　退職給付費用 335,000 334,000 1,000
　　　　　　法定福利費 797,075 767,039 30,036
　　　　　　福利厚生費 30,375 57,186 △ 26,811
　　　　　　旅費交通費 270,616 362,126 △ 91,510
　　　　　　減価償却費 647,528 413,992 233,536
　　　　　　消耗品費 333,193 97,707 235,486
　　　　　　外注費 1,514,052 1,737,941 △ 223,889
　　　　　　修繕費 851,970 950,605 △ 98,635
　　　　　　印刷費 78,423 82,935 △ 4,512
　　　　　　通信費 130,404 111,751 18,653
　　　　　　会議費 444,194 412,527 31,667
　　　　　　諸会費 9,600 9,600 0
　　　　　　リース料 127,292 95,364 31,928
　　　　　　広報費 1,747,850 205,072 1,542,778
　　　　　　図書費 2,354 60,639 △ 58,285
　　　　　　手数料 859,869 1,182,920 △ 323,051
　　　　　　租税公課 8,833,930 6,712,050 2,121,880
　　　　　　雑費 152,325 227,470 △ 75,145
　　　　経常費用計 218,895,007 213,238,535 5,656,472
　　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 22,477,565 1,112,614 21,364,951
　　　　　評価損益等計 0 0 0
　　　　　当期経常増減額 22,477,565 1,112,614 21,364,951

Ⅱ．正 味 財 産 増 減 計 算 書
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで
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　単位 ： 円
科　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅱ．正 味 財 産 増 減 計 算 書
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

　２．経常外増減の部
　（１）経常外収益
　　　　経常外収益計 0 0 0
　（２）経常外費用
　　　　経常外費用計 0 0 0
　　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　　　税引前当期一般正味財産増減額 22,477,565 1,112,614 21,364,951
　　　　　法人税、住民税及び事業税　 9,364,000 239,300 9,124,700
　　　　　当期一般正味財産増減額 13,113,565 873,314 12,240,251
　　　　　一般正味財産期首残高 13,287,610 12,414,296 873,314
　　　　　一般正味財産期末残高 26,401,175 13,287,610 13,113,565

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0
　　　　　指定正味財産期首残高 3,330,000 3,330,000 0
　　　　　指定正味財産期末残高 3,330,000 3,330,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 29,731,175 16,617,610 13,113,565
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１　重要な会計方針

　(１)　固定資産の減価償却方法

　　固定資産の減価償却方法は、定率法によっている。

　(２)　引当金の計上基準

　　退職給付引当金：当期末における要支給額を計上している。

　(３)　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
単位 ： 円

基本財産

　定　期　預　金

　小　　　計

特定資産

　退職給付引当資産

　固定資産取得用積立資産

　小　　　計

　合　　　計

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

単位 ： 円

基本財産

　定　期　預　金

　小　　　計

特定資産

　退職給付引当資産

　固定資産取得用積立資産

　小　　　計

　合　　　計

4,336,800 1,000,000 0 5,336,800

5,336,800 ―

17,104,200

（　5,336,800） ―

―

（　　　　　0）

3,330,000

―

科　　目

27,193,800

Ⅲ．財　務　諸　表 に 対 す る 注 記

当期減少額科　　目 前期末残高 当期末残高当期増加額

12,767,400

―

20,434,200

3,330,000 （　3,330,000）

18,527,000

当期末残高

（　3,330,000）

（うち指定正
味財産からの

充当額）

8,686,600 1,927,000

―

3,330,000

23,863,800

7,686,600

8,686,600 1,927,000

（  18,527,000）

3,330,000 00

―

27,193,800

1,927,000 18,527,000

（うち一般正
味財産からの

充当額）

（　5,336,800）（  18,527,000）

（　5,336,800）（  18,527,000）

23,863,800

（　3,330,000）

（うち負債に対応
する額）

―

0 0 3,330,0003,330,000
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４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

       社団法人　全 国 木 工 機 械 工 業 会

5,644,200 2,153,115 3,491,085

9,889,374

科　　　　目 取得価額

合　　　　計 16,369,348 6,479,974

ソフトウェア

建物付属設備 1,762,680

什器備品 8,962,468

691,595

3,635,264

1,071,085

5,327,204

当期末残高減価償却累計額

単位 ： 円
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１　引当金の明細

目的使用 その他

退職給付引当金 1,927,000 012,767,400 7,686,600 18,527,000

単位 ： 円

期末残高

Ⅳ．附　属　明　細　書

科　　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額
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　単位 ： 円

科　　　　　　　目 予 算 額 決 算 額 差　異 備考

Ⅰ　事業活動収支の部
　１．事業活動収入
　　　　基本財産運用収入 800 664 136
　　　　　基本財産利息収入 800 664 136
        受取会費 572,400 583,200 △ 10,800
          賛助会員受取会費 572,400 583,200
　　　　事業収入 232,317,000 240,549,391 △ 8,232,391
　　　　　委託試験受託収入 177,857,000 177,857,000 0
　　　　　委託外試験受託収入 36,100,000 44,943,401 △ 8,843,401
　　　　　物品販売収入 18,360,000 17,748,990 611,010
　　　　雑収入 303,000 239,317 63,683
　　　　　受取利息収入 3,000 5,219 △ 2,219
　　　　　雑収入 300,000 234,098 65,902
　　　　事業活動収入計 233,193,200 241,372,572 △ 8,179,372
　２．事業活動支出
　　　　事業費支出 207,195,000 189,152,191 18,042,809
　　　　　役員報酬支出 11,400,000 11,400,000 0
　　　　　給与手当支出 49,600,000 49,083,995 516,005
　　　　　退職給付支出 2,000,000 1,927,000 73,000
　　　　　法定福利費 9,000,000 9,787,183 △ 787,183
　　　　　福利厚生費支出 400,000 278,523 121,477
　　　　　人材派遣費支出 3,600,000 0 3,600,000
　　　　　旅費交通費支出 7,000,000 5,779,499 1,220,501
　　　　　消耗品費支出 3,300,000 3,611,810 △ 311,810
　　　　　水道光熱費支出 41,300,000 27,886,346 13,413,654
　　　　　外注費支出 10,450,000 8,461,519 1,988,481
　　　　　修繕費支出 1,300,000 762,360 537,640
　　　　　印刷費支出 12,000,000 11,789,849 210,151
　　　　　通信費支出 1,400,000 3,024,274 △ 1,624,274
　　　　　会議費支出 1,045,000 698,821 346,179
　　　　　諸会費支出 500,000 1,577,100 △ 1,077,100
　　　　　リース料支出 52,200,000 52,402,148 △ 202,148
　　　　　手数料支出 500,000 412,674 87,326
　　　　　研修教育費支出 200,000 269,090 △ 69,090

　　　　管理費支出 19,545,000 21,319,772 △ 1,774,772
　　　　　役員報酬支出 400,000 238,000 162,000
　　　　　給与手当支出 4,850,000 4,898,250 △ 48,250
　　　　　法定福利費支出 815,000 797,075 17,925
　　　　　福利厚生費支出 40,000 30,375 9,625
　　　　　旅費交通費支出 350,000 270,616 79,384
　　　　　消耗品費支出 500,000 333,193 166,807
　　　　　外注費支出 1,600,000 1,514,052 85,948
　　　　　修繕費支出 800,000 851,970 △ 51,970
　　　　　印刷費支出 300,000 78,423 221,577
　　　　　通信費支出 150,000 130,404 19,596
　　　　　会議費支出 400,000 444,194 △ 44,194
　　　　　諸会費支出 10,000 9,600 400
　　　　　リース料支出 100,000 127,292 △ 27,292
　　　　　広報費支出 900,000 1,747,850 △ 847,850
　　　　　図書費支出 30,000 2,354 27,646
　　　　　手数料支出 1,000,000 859,869 140,131
　　　　　租税公課支出 7,000,000 8,833,930 △ 1,833,930
　　　　　雑支出 300,000 152,325 147,675
　　　　事業活動支出計 226,740,000 210,471,963 16,268,037
　　　　小計 6,453,200 30,900,609 △ 24,447,409
　　　　法人税等支払額 2,000,000 9,364,000 △ 7,364,000
　　　　事業活動収支差額 4,453,200 21,536,609 △ 17,083,409

Ⅴ．収　支　計　算　書
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで
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　単位 ： 円

科　　　　　　　目 予 算 額 決 算 額 差　異 備考

Ⅴ．収　支　計　算　書
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

Ⅱ　投資活動収支の部
　１．投資活動収入
　　　　特定資産取得収入　 2,000,000 1,927,000 73,000
　　　　　退職給付引当資産取崩収入 2,000,000 1,927,000 73,000
　　　　投資活動収入計 2,000,000 1,927,000 73,000
　２．投資活動支出
　　　　特定資産取得支出　 6,325,000 8,686,600 △ 2,361,600
　　　　　退職給付引当資産取得支出 5,325,000 7,686,600 △ 2,361,600
　　　　　固定資産取得用積立預金支出 1,000,000 1,000,000 0
　　　　固定資産取得支出 0 7,210,428 △ 7,210,428
　　　　　什器備品購入支出 0 5,774,028 △ 5,774,028
　　　　　ソフトウェア支出 0 1,188,000 △ 1,188,000
　　　　　建物付属設備支出 0 248,400 △ 248,400
　　　　投資活動支出計 6,325,000 15,897,028 △ 9,572,028
　　　　　投資活動収支差額 △ 4,325,000 △ 13,970,028 9,645,028

Ⅲ　財務活動収支の部
　１．財務活動収入
　　　　財務活動収入計 0 0 0
　２．財務活動支出
　　　　財務活動支出計 0 0 0
　　　　　財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ　予備費支出 0 0 0
　　　当期収支差額 128,200 7,566,581 △ 7,438,381
　　　前期繰越収支差額 1,081,567 3,608,420 △ 2,526,853
　　　次期繰越収支差額 1,209,767 11,175,001 △ 9,965,234
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１　資金の範囲

　資金の範囲には、現金預金、未収金、貯蔵品、立替金、仮払金、仮払消費税、

前受金、預り金、未払金、未払法人税等、未払消費税及び仮受金を含めている。

　なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２　次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

単位 ： 円

　

 

科　　　　目

現　金　預　金 21,699,950

0

仮払消費税等

0預　り　金

当期末残高

6,404,940

1,999,620

11,970,493

3,667,300

前　受　金 0

9,364,500239,300

8,083,853

Ⅵ．収 支 計 算 書 に 対 す る 注 記

32,290,654

6,792,965

立　替　金 266,366

0

未　収　金

貯　蔵　品

合　計

381,388

前期末残高

00

2,512,320

次期繰越収支差額 11,175,001

7,173,493

3,608,420

21,115,653合　計

7,812,018

未　 払　 金

未払消費税 4,557,700

未払法人税等

15,578,913
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単位 ：　円

　(流動資産） 現金 162,196
  預金   八千代銀行厚木出張所 5,854,663
      普通預金0110750

  三菱東京UFJ銀行厚木支店 15,669,179
      普通預金0073641

  三菱東京UFJ銀行厚木支店 12,942
    　普通79956健保口

  三菱東京UFJ銀行厚木支店 100
      普通預金0079969

  三菱東京UFJ銀行厚木支店 100
      普通預金0079985

  ゆうちょ銀行028店 770
      普通預金9742365
  未収金   シール代金 6社分 2,183,058
      依頼試験等 4社分 5,628,960

貯蔵品 　シール 2,512,320
  立替金 　佐竹亞州股份有限公司他1社分 266,366
   流動資産合計 32,290,654
  (固定資産)
    基本財産 基本財産定期預金   三菱東京UFJ銀行厚木支店 3,330,000
    特定資産 退職給付引当資産   三菱東京UFJ銀行 18,527,000
    厚木支店普通預金
      0077161

固定資産用積立資産   三菱東京UFJ銀行 5,336,800
    厚木支店普通預金
      0079972
    その他固定資産 建物付属設備 1,071,085
  什器備品 5,327,204

ソフトウェア 3,491,085
   固定資産合計 37,083,174
     資産合計 69,373,828
  (流動負債)
  未払金 エネットほか21社分 8,083,853
  未払法人税等 9,364,500
  未払消費税 3,667,300
   流動負債合計 21,115,653
  (固定負債)
  退職給付引当金 18,527,000
   固定負債合計 18,527,000
     負債合計 39,642,653
     正味財産 29,731,175

Ⅶ．財　　産　　目　　録
 平成28年3月31日現在

貸　借　対　照　表　科　目 場 所  ・物 量 等 使用目的等 金　　額
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